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本事業は、東京都内の島しょ地域及び船舶を活用した、男女の交流機会を創出するた

めの旅行商品の造成や販売に対し、必要な助成金を交付することにより、島外からの旅

行者を島しょ地域へ誘客することを目的とする。 

  

 ※船舶：大型客船、クルーズ船 

 ※島しょ地域：大島町・利島村・新島村・神津島村・三宅村・御蔵島村・八丈町・青ヶ

島村・小笠原村 

   

 

 

「３ 助成対象者」に該当する事業者が造成、販売するもので、以下の全ての要件を満

たす旅行商品に対し、助成金を交付する。 

１ 新たに販売するもの又は既存の旅行商品に新たな行程や観光資源を組み入れたも

のであること。 

２ 島しょ地域の観光スポット巡り、体験イベントのいずれかを組み込むこと。 

３ 島しょ地域への交通手段として、往復のどちらかで船舶を活用すること。 

４ 島内及び船内で、男女の交流機会を提供する催しを開くこと。 

５ 島外の 20 歳代から40 歳代を中心とした独身男女を対象とした商品であること。 

６ 島しょ現地での宿泊を伴う旅行であること。 

７ 自ら主催する旅行又は旅行事業者と共同で造成する旅行であること。 

 

 

 

旅行業法施行規則（昭和46 年運輸省令第 61 号）第 1 条の 2第 1 項から同第４項ま

でに定める旅行業務を営む者、または前出の者と共同で旅行商品を造成・販売する者の

うち、下記要件のいずれかを満たしている事業者。 

１ （1）島しょ地域の国内向け旅行商品造成または販売実績がある事業者。 

（2）男女の交流機会の創出を目的としたイベントや旅行商品の造成または販売実

績がある事業者。 

※いずれの場合も過去 3年間の実績がわかるもの（任意様式）を提出いただきます。 

2 前項の規定にかかわらず、法人その他の団体の代表者、役員又は使用人その他の従

業員若しくは構成員に暴力団（東京都暴力団排除条例（平成２３年東京都条例第５

４号。以下「条例」という。）第２条第２号に規定する暴力団をいう。）、暴力団員等

（条例第２条第３号に規定する暴力団員及び同条第４号に規定する暴力団関係者を

いう。）に該当する者があるものは、助成対象としない。 

 

 

 

助成対象経費の２分の１以内 

 

 

１ 事業の目的 

２ 助成対象事業 

３ 助成対象者 

４ 助成率 
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1 旅行商品当たり１，０００千円 

 

 

 

平成２９年 10 月 2 日から平成 30 年3 月 31日まで 

 

 

 

上記対象期間に行われる旅行商品（1０商品） 

 

 

 

助成対象経費 

  助成対象経費 注意事項 

① 旅行 

商品造成 

経費 

（1/2上限） 

企

画

運

営

費 

 

ア 現地調査に係る経費 

  旅費（公共交通機関運賃、レンタカー代、駐車

料等）、宿泊費、観光施設等入場料、体験利用

料、現地ガイド、その他に係る経費 

イ ニーズ調査に係る経費 

調査・分析に要する経費、その他に係る経費 

ウ 受入体制整備に係る経費 

  ・現地で開催するワークショップ（旅行商品の

素材探し、おもてなし研修）に係る講師代、旅

費、会場費、資料作成費、その他に係る経費 

  ・ツアー行程内でのイベント（島内・大型客船

内）に係る会場費、資料作成費、その他に係る

経費 

  ・ツアー行程内でのイベントの企画・実施をイ

ベント会社等に委託する経費 

エ 添乗員、ツアーガイド、イベント司会者手配に

係る経費 

  ツアー催行において、添乗員、ツアーガイド、

イベント司会者に委託した経費（委託経費内に

旅費等を含む）、その他に係る経費 
 

ア 

※現地調査中の食事代、タク

シー代については、助成対象

外とする。 

 
ウ 

※講師代及びイベントの企

画・実施については外部委託

するものに限る。 

※ツアー行程内でのイベント

における飲食費、参加者に提

供する物品等の購入費及び設

備・機械・器具・備品の購入

費については、助成対象外と

する。（委託経費内であっても

同様） 

 
イ エ 

※外部委託するものに限る。 

 
ア イ ウ エ 

※その他に係る経費は事業実

施に直接必要なものに限る。 

② 旅行 

商品販売 

経費 

（1/2上限） 

広

告

宣

伝

費 

 

ア 広告掲載に係る経費 

テレビ・ラジオの放映・配信に係る経費 

WEB ページ等への広告掲載費 

  WEB 媒体（ソーシャルメディア等）や紙媒体

ア イ 

※旅行商品を紹介するものに

限る。 

※制作物は助成対象以外の内

容が掲載されている場合は、

５ 助成限度額 

６ 助成対象期間 

8 助成対象経費 

7 助成対象商品 
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（雑誌・新聞等）への広告掲載費 

イ 広報ツール作成に係る経費 

テレビ・ラジオの制作に係る経費 

  パンフレット・チラシ・ポスター等の作成費 

  自社 WEB ページ等の作成費 

按分の対象となる。 

※WEB 媒体への広告掲載は、

各社と直接契約した場合のみ

を助成対象とする。 

※広報ツール作成について

は、外部委託するものに限る。 

 

 

 

１ 「8 助成対象経費」に記載のない経費 

（例）   

・本事業に係るものとして、明確に区分できない費用 

・間接経費（消費税、振込手数料、企画運営費の対象とならない交通費、通信費、

光熱費、収入印紙代等） 

・社員の人件費 

・設備、機械、器具及び備品の購入費 

２ 助成対象経費の申請・請求に係る経費の証憑類に不備のある経費 

３ 助成金の用途として社会通念上、不適切と認められる経費 

 

 

 

助成金の交付申請に当たっては、次に掲げる要件を満たしていることを条件とする。 

 

１ 法律その他法令等に違反する内容を含む事業でないこと。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 交付申請 

(1) 申請方法（受付期間内に必要書類を提出してください。） 

  ［受付期間］平成２9 年８月４日（金）から平成 29 年９月１１日（月）必着 

  ［必要書類］８頁「交付申請時必要書類一覧」（別紙１）のとおり 

  ［提出方法］「簡易書留」により次の宛先まで送付してください（持参でも可）。 

      〒162-0801 東京都新宿区山吹町３４６番地６ 日新ビル２階 

      公益財団法人東京観光財団 地域振興部事業課 

島しょ地域縁結び旅行商品造成・販売支援事業助成金担当 

 

 (2) 申請に係る書類は、公益財団法人東京観光財団（以下「財団」といいます。）の

10 申請要件 

9 助成対象外経費 

11 交付申請から助成金交付までの流れ 

交
付
申
請 

審
査 

交
付
決
定 

事
業
実
施 

実
績
報
告 

完
了
検
査 

助
成
額
確
定 

助
成
金
請
求 

助
成
金
支
払 
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ホームページからダウンロードできます。 

http://www.tcvb.or.jp/jp/news/news_17080401.html 

 

２ 助成対象商品の選定 

新規旅行商品の造成及び販売に係る企画案を募り、審査を経た上で、特に優れた

企画の１０商品を選定する。 

(1) 審査方法 

申請書類に基づき一次審査（書類）を行います。一次審査を通過した申請者に

対して、二次審査（商品説明）を行い、助成対象者を決定します。 

審査日程等については、別途お知らせします。 

(2) 審査の視点 

ア 資格審査（申請要件等） 

イ 経理審査（財務内容、事業予算等） 

ウ 商品内容 

・新たに販売するもの又は既存の旅行商品に新たな行程や観光資源を組み入れ

たものであるか 

・地域ならではの体験又は観光資源を有効に活用した旅行商品であるか 

・男女の交流機会創出のための工夫がなされているか（島内及び船内） 

・参加者同士が交流するのに適切な人数設定であるか 

・現地調査等の事前準備は、旅行商品を造成するために十分な内容であるか 

・販売価格が旅行商品内容に対し適正か 

エ スケジュール・販売・広報活動 

・旅行商品造成、販売の作業スケジュールは適切か 

・広報宣伝活動はターゲットに訴求するものとなっているか 

オ ツアー催行の確実性 

 (3) 質問について 

当募集要領について質問がある場合は、平成 29 年８月２４日（木）午後 4 時

までに、メール又はFAXにより受け付けます（宛先は１０頁【問い合わせ先】を

参照）。回答は個別に行います。 

   

３ 審査結果及び交付決定 

(1) 申請内容を審査し、特に優れた内容と認めるときは交付決定を行い、交付決定通

知書により通知します。なお、交付申請額と交付決定額は異なる場合があります。 

(2) なお審査内容について公表はしません。また審査結果については後日通知します

が、異議の申し立ては認めません。 

(3) 交付決定額は助成金の上限を示すものであり、事業完了後に実績報告の提出を受

け、助成金の額を確定します。 

(4) 助成金交付決定に当たって、必要に応じて条件を付す場合があります。 

 

４ 事業実施 

事業の開始は、交付決定日以降となります。助成事業に係る委託業務等の契約締

結や備品の購入等は、必ず交付決定日以降に行ってください。 

(1) 契約について 

http://www.tcvb.or.jp/jp/news/news_17080401.html
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助成対象事業の全部又は一部を専門業者に請け負わせ又は委託する場合、選定

した業者との契約は、交付決定後に締結してください。 

交付決定前に締結した場合、助成金はお支払いできません。 

  

(2) 経理について 

① 事業に要する経費については、「交付決定を受けた団体の名称及び代表者」を

口座名義人とする預金口座にて管理し、帳簿、預金計算書、融資計算書等によ

り出所を明確にしてください。 

② 契約業者への支払いは、「交付決定を受けた団体の名称及び代表者」を口座名

義人とする預金口座から、口座振込により行ってください。 

③ 事業に要する経費の支払いは、助成対象期間内（平成３０年３月３１日まで）

に必ず完了してください。支払いが完了していない場合、助成金は支払いでき

ません。 

 

(3) 支払いの確認について 

実績報告において、別紙２に記載のある、請求書・領収書等を確認します。 

関係書類は整理の上、保管してください。 

 

(4) 計画変更等について 

① 助成事業の内容を変更しようとするとき、又は事業を中止しようとするとき

は、あらかじめ変更等承認申請書（第４号様式）を提出し、公益財団法人東京

観光財団理事長（以下財団理事長）の承認を受けてください。 

② 助成事業者の名称、所在地、代表者を変更する場合は、財団理事長に届け出

てください。 

 

５ 実績報告書の提出 

(1) 事業が完了したときは、速やかに９・１０頁の「実績報告時必要書類一覧（別

紙２）」に記載する書類を財団へ提出してください。 

実績報告書は、事業が完了した日から３０日以内に提出してください。 

(2) 実績報告に係る書類は、財団のホームページからダウンロードできます。 

http://www.tcvb.or.jp/jp/news/news_17080401.html 

 

６ 助成額の確定 

(1) 実績報告書の審査及び完了検査の結果、事業の成果が交付決定の内容及びこれに

付した条件に適合していると認めたときに助成金の交付額を確定し、確定通知書

（第６号様式）により通知します。  

(2) 助成金の確定額は、事業に実際に要した経費のうち助成対象となる経費に助成率

を乗じて得た額（千円未満の端数は切捨て）の合計と交付決定額を比べ低い方の

額となります。 

 

７ 助成金の請求及び支払  

助成金の確定通知を受けた後、請求書（第７号様式）を提出してください。助成

金は、請求書提出後に助成事業者が指定する金融機関に振り込まれます。 

http://www.tcvb.or.jp/jp/news/news_17080401.html


- 6 - 

 

 

 

1 助成金活用事業の表示 

助成の決定を受けた事業を実施するときは、ポスター・チラシ・看板などの広報物に 

以下の表示をすることが必要です。 

 

【掲載文言】 

 

この商品は、東京観光財団「島しょ地域縁結び旅行商品造成・販売支援事業助成金」 

を活用して実施しています。 

 

    ※この文言は変更せず、そのまま掲載してください。 

 

① 文字の大きさ 

広報物を見た際に、視認できる文字の大きさとする。 

【文字の大きさの基準】 

Ａ4 判の場合、10.5ポイント以上を基準とし、紙のサイズに応じて字を大きく 

 してください。 

（例：A3判はA4判の2 倍の大きさのため、字も 2 倍の 24ポイント以上） 

② 広報物作成時に、初稿の段階で、上記要件を満たしているか確認するため、東京観

光財団へデータ又は紙媒体での提出をお願いします。 

 

２ 写真の提供 

事業の様子がわかる写真を、原則 JPG 形式で、10 枚以上、提出してください。 

(1) 東京都及び東京観光財団の使用用途 

写真は、事業の事例などとして、対外的な広報物、刊行物に掲載する際に使用し

ます。予めご了承ください。 

(2) 留意点の東京観光財団への伝達 

東京都及び東京観光財団が写真を掲載するに当たり、著作権上の留意点など

（例：版権を持つ映画会社の承諾が必要など）、注意点があれば併せてお伝えく

ださい。 

 

３ 取得財産の管理  

(1) 助成事業で取得した財産については、事業完了後においても、善良な管理者とし

ての注意義務及び効果的な運用が義務付けられています。 

(2) 施設、備品等の取扱いについては、管理規程、台帳等を作成するとともに、その

管理状況を明確にしてください。  

(3) 取得財産のうち、取得価格又は効用の増加した価格が５０万円以上のものを、耐

用年数以内に処分（目的外使用、譲渡、交換、貸付、担保に供するとき）しよう

とするときは、事前に財産処分承認申請書（第９号様式）を提出して、財団理事

長の承認を受ける必要があります。 

(4) 取得財産の処分を承認する場合及び取得財産を処分したことにより収入があっ

た場合は、助成金の全部又は一部を納付していただきます。 

12 その他留意事項 
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４ 関係書類の保存及び検査 

(1) 助成事業に係る関係書類及び帳簿類を整理し、助成事業が完了した日の属する会

計年度の終了後５年間保存してください。 

(2) 財団が補助事業の運営及び経理等の状況について実地検査を行う場合、これに応

じる必要があります。 

 

５ 事業効果の公表  

助成事業の効果について事業終了後も把握のうえ、公表に努めるとともに、財団

理事長が報告を求めた場合は、これに応じる必要があります。 

また、東京都が実施する別事業において、商品内容の掲載することがあります。 

 

６ 重複受給の禁止 

助成事業者は、同一事業について複数の助成金を受給することはできません。 

ただし、国、都道府県、区市町村の実施する他の助成事業等と対象経費が明確に

区分できるものについては、この限りではありません。 

 

７ 助成金の交付決定の取消し・助成金の返還 

以下のいずれかに該当した場合は、交付決定の全部又は一部を取り消すことがあ

ります。この場合において、既に助成金が交付されているときは、期限を定めて助

成金を返還していただきます。 

(1) 偽りその他不正の手段により助成金の交付を受けたとき。 

(2) 助成金を他の用途に使用したとき。 

(3) 現地調査等の実施旅行の実態確認が取れなかったとき。 

(4) 助成対象者として資格要件を満たさなくなったとき。 

(5) 交付決定を受けた者（法人その他の団体にあっては、代表者、役員又は使用人そ

の他の従業員若しくは構成員を含む。）が暴力団員等（東京都暴力団排除条例に規

定する暴力団及び暴力団員等）に該当するに至ったとき。 

(6) 助成金の交付決定の内容又はこれに付した条件その他法令又は助成金の交付決

定に基づく命令に違反したとき。 
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別紙１ 

【交付申請時必要書類一覧】 

 

交付申請書類 

区     分 留意事項等 

□ 交付申請書（第１号様式）  

□ 事業計画書（第１号様式別紙） 事業費経費別明細を含む 

□ 企画書（任意様式）【10 部】 以下参照のこと（※） 

 

添付書類（以下項目の順番に並べて提出してください。） 

区     分 留意事項等 

申請団体に関する書類（★はどちらかひとつを添付） 

□ 会社概要がわかるもの〔ホームページ引用可〕（写） 最新のもの 

□ ★登記簿謄本（原本） 履歴事項証明書 

□ ★会社の登記事項証明書（原本） 履歴事項証明書 

□ 旅行業登録票（写） 旅行業更新登録通知書でも可 

□ 助成対象期間の当該年度の事業計画書（写） 総会資料 

□ 決算関係書類（事業報告書、計算書類等）（写） 総会資料、過去 1 年分 

□ 代表者印の印鑑証明書（原本） 発行３箇月以内のもの 

□ 納税証明書（原本） 
国税（法人税） 
※領収書（写）による代替可 
※納税実績がない場合も提出 

□ １頁「3 助成対象者」１の実績を証明出来る書類 ホームページ引用可（写） 

（※）企画書記載内容（原則 A4 版にて作成） 

 ＜表紙＞会社名・部署名・担当者名・担当職・連絡先・メールアドレス等を記載 

① 実施体制（会社組織図添付） 

② 商品内容 

1.商品名 2.旅行実施時期 3.旅行コンセプト 4.対象とする旅行者の属性 

5.旅行行程 6.商品の新規性 7.地域ならではの体験又は観光資源の活用手法 

8.男女の交流機会を提供する催しの概要（島内及び船内）  

9.最大募集人数・最少催行人数（男女の設定人数） 10.設定本数（根拠も記載） 

11. 販売価格（根拠も記載） 12. 現地調査等の事前準備 

13.その他商品内容が分かる必要情報 

③ 旅行商品の造成・販売スケジュール 

④ 広報活動の計画（過去の成功事例がある場合は添付） 

⑤ 以下のいずれかの実績 

1.島しょ地域の国内向け旅行商品造成又は販売実績 

2.男女の交流機会の創出を目的としたイベントや旅行商品の造成又は販売実績 

⑥ 経費内訳（事業費別明細の根拠） 
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⑦ その他（自由記述） 

別紙２ 

【実績報告時必要書類一覧】 

実績報告書類 

区     分 留意事項等 

□ 実績報告書（第５号様式）  

□ 実施結果報告書（第５号様式別紙） 事業費経費別明細を含む 

 

口座情報登録書類 

区     分 留意事項等 

□ 支払金口座情報登録依頼書  

 

添付書類 

契約・実施・支出報告関係書類 

区     分 留意事項等 

契約関係書類（委託契約した場合のみ） 

□ 仕様書（見積依頼書）（写） 業者への見積りを依頼したもの 

□ 見積書（写）  

□ 契約書又は請書（写）  

□ 納品書（写）  

企画運営費関係書類 

□ 現地調査の実績を証明できるもの 
現地撮影写真、行程書、 

報告書（任意様式）等 

□ ニーズ調査実績が証明できるもの （任意様式） 

□ 受入体制整備の実績が証明できるもの 
請求書、領収書、現地撮影写真、 

報告書（任意様式）等 

□ 
添乗員、ツアーガイド、イベント司会者手配の実

績が証明できるもの 

請求書、領収書、現地撮影写真、 

報告書（任意様式）等 

広告宣伝費関係書類 

□ 
制作・放映・配信したテレビ・ラジオの詳細がわ

かるもの 
DVD 等 

□ 掲載した WEB ページがわかるもの（写） ページのハードコピー等 

□ 掲載した紙媒体の原本 
他商品と並列掲載の場合掲載割合がわ

かるものを添付（任意様式） 

□ パンフレット・チラシ・ポスターの原本 （任意様式） 

ツアー実施関係書類 

□ 催行した旅行の内容がわかるもの 添乗日報、確定書面（任意様式）等 
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□ 送客実績が証明できるもの（写） 
乗船証明書、現地撮影写真、宿泊証明書

（任意様式）等 

□ 欠航証明書（写） 移動手段が欠航した場合のみ 

支出書類（★はどちらかひとつを提出） 

□ 使用経費にかかる請求書及び領収書類（写） 当事業に係る書類全て 

□ 消費税及び地方消費税に関する届出  

□ ★預金通帳（写） 当事業に係る部分のみ 

□ ★預金出納簿（写） 当事業に係る部分のみ 

※ 領収書類は助成対象経費ごとにまとめてください。 

※ 上記項目の順番に並べて提出してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
【問い合わせ】 

公益財団法人東京観光財団 地域振興部事業課 

担当：中村・畠中・松岡・野村 

TEL：03-5579-2682 FAX：03-5579-8785 

E-mail: chiiki@tcvb.or.jp 


